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１.　は　じ　め　に
　IBM PC向けプロセッサの開発に始まり，長
きに亘り，Intelは PCプロセッサ性能の向上へ
の取り組みに邁進してきた。プロセッサコアの
基準ダイサイズに対して，いかにトランジスタ
を効率的に詰め込み，動作クロック周波数を引
き上げながら，いかに最高レベルのパフォーマ
ンスをプロセッサから引き出せるかがこの競争
に求められてきた１）。２００８年１１月，Intelは最新
プロセッサの「Core i７」を発表し，この製品出
荷を開始した２）。Intelのハイエンドプロセッサ
となるこの製品は，最高 ３.３３ GHzで動作し，
併載された４個のコアの各々がハイパースレ
ディングで機能することにより，仮想的に８個
のスレッドを並走させることができる。さらに，
２０１０年４月からは「Core i７（Gulftown）３）」の出
荷も開始されており，このプロセッサでは６個
のコアを併載して，仮想的に１２個のスレッドを
並走できる。
　ところが，この延長線上の技術開発競争も今
や一つの節目を迎えようとしている。PCハード
ウェアプラットフォームの技術的な進展に対し
て，残念ながら，ソフトウェアプラットフォー
ムとその上で動作するアプリケーションの大多
数はこの潜在能力を使い切れるほどに進展でき
ていない４）。また，一般的な PCの用途であれ
ば，安価なローエンド PC（それでも，２ GHz
以上のデュアルコアを搭載）でも十分な実用性
を備えるようになってきた。これにより，オー
バースペック化の進む高性能 PCプロセッサに
対する需要は鈍化の傾向５）を示し始め，これま
で右肩上がりの成長を示してきた PC市場にも
陰りが見え始めた。
　一方において，Intelは従来のハイエンドプロ
セッサ向けの技術開発とは正反対の取り組みを
始め，２００８年６月にはATOMプロセッサの出荷
を開始した。このATOMプロセッサ（Menlow）
におけるIntelの技術開発の焦点は，従来の「性
能」ではなく，「小型化」と「省電力性の向上」
に置かれた。これは従来の技術開発の方向性と
は相反する。Intelは x８６ プロセッサ史上におい
て，初めて，「性能面の進化」に犠牲を払ってで
も，「小型化と省電力性の進化」を求めた。そし
て，劇的に小型化と省電力化を果たした ATOM
プロセッサの開発の成功により，このコアダイ
サイズは実に ２５ mm２ にまで縮小し，さらなる
相乗効果として，Intelに生産性の大幅な向上を
もたらした。世界経済危機の中で従来の PC市
場が大幅に縮小する中においても，この ATOM
プロセッサにより，Intelは Netbook市場の形
成に成功し６），PCビジネスは堅調な業績を維持
できた７）。
　世界経済危機の最中においても，テクノロ
ジーの進展は止まることなく，むしろ加速的に
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そのスピードを速めた。さらなる小型化の進展
は，遂にプロセッサだけでなく，プラット
フォーム全体をチップ化する SoC（System on a 
Chip）の製品化ステージへと至った。Intelから
は CE３１００８）や CE４１００９）が販売され，さらに
nVidiaのTegra１０）やQualcommのSnapdragon１１）
などの多数の SoCチップの量産が始まった。そ
して，Intelからは MID市場を標的とした最新
の ATOMプラットフォーム「Z６」も公表され
た１２）。このプラットフォームの登場により，ス
マートフォンサイズの x８６ PCがいよいよ現実
のものとなる。
　また，世界規模での WiMAXとモバイル
WiMAXの通信網整備が始まり，米国ではモバ
イル WiMAX対応の高性能スマートフォン
「HTC EVO ４G１３）」の販売も開始された。国内に
おいても，UQ Communicationがモバイル
WiMAX通信網整備計画の予定を早め，２０１０年
３月末までに７,０１３局の基地局を設置し，全国的
にこの通信網の利用が可能な状況となった１４）。
今後，既存の携帯電話キャリアは LTEへと進
み，モバイル WiMAXとともに無線ブロードバ
ンドの環境の整備を一気に推し進めることにな
る１５）。
　Intelの ATOMプロセッサの登場から始まっ
た「ウルトラモバイル」は，今後，無線ブロー
ドバンドと融合し，急進的な発展を遂げながら，
徐々にその事業対象範囲を家電市場や組み込み
市場へと拡大させようとしている１６）。一方にお
いて，この Intelの事業拡大へ対抗するために，
これらのマーケットでは準 PC相当の処理能力
を有する超高性能 ARM系プラットフォームが
数多く製品化され，この両陣営の製品開発競争
が過熱している１７）。従来からこれらの市場を独
占してきた ARM系の勢力と Intelが正面から衝
突する構図となっている。この技術開発競争に
より，コンシューマ市場に係るテクノロジープ
ラットフォームの変革速度は急速に高まり，こ
の余波がIT産業界の枠を超えて，家電産業界や
組み込み市場へも及び始めた。
　本稿は，MID，スマートフォンやスレート端
末を含む，ウルトラモバイル市場向けの超小型
高性能ハードウェアプラットフォームの今後の
発展過程を記し，これらの家電市場や組み込み
市場への参入経路についての検証を行う。また，
この家電市場は日本の主力産業の一つでもある
ことから，同時に，この影響範囲についても論
じる。
２.　Intelのウルトラモバイル製品の今後の
展開
　ATOM プロセッサの販売開始以降からの
Intelプロセッサ搭載のウルトラモバイル PC製
品群の変遷を図１に示す。Netbook製品向けの
構成部品をベースに，Netopと MID（図１中
では「x８６ MID（I）」）のカテゴリー製品群へと
派生し，これら三つのカテゴリーによって
ATOM プロセッサ搭載製品の市場が形成され
た。ただし，図中の「x８６ MID（I）」は初期の
ATOMプラットフォーム（Menlow）を示して
おり，まだNetbookとの共用プラットフォーム
であるために，軽量（３００ g 以下）の MID端末
の製品化には適さない１８）。
　Intelの誤算は，従来の主力であった標準ダイ
サイズのプロセッサ搭載 PC製品の市場が世界
経済危機からの影響により急速に縮小したこと
であった１９）。この影響から，ATOMプロセッサ
市場が加速度的にその規模を拡大し，それ以前
に AMDプロセッサ搭載製品が主力としていた
ローエンド層のノートPC市場をIntelの想定以
上に侵食していった。結果的に，Intelプロセッ
サ搭載のローエンド層のノート PC市場の一部
にまでこの影響は及んだ２０）。これにより，Intel
もローエンド層のノート PC製品に関する事業
戦略の見直しを迫られた。
　ATOM プロセッサの販売開始時から，Intel
30 広島経済大学経済研究論集　第３３巻第２号
はATOMプラットフォームに対して一貫して制
約を課してきた。Intelは，ATOMプロセッサ
に関する技術開発に非常に積極的かつ意欲的で
あるが，反面，ATOMプラットフォームに制約
部分を常に設け，意図的に実性能面に関してブ
レーキをかけ続けている。メインメモリーの動
作速度と搭載可能容量の制限，およびグラフィッ
クアクセラレータの機能と性能の制限などはこ
の顕著な例である２１）。プロセッサ技術開発戦略
の観点において，これは本質的な矛盾に映るが，
意図的にこの実性能を抑えてでも，Intelのその
他のプラットフォームとの差別化を図ろうとし
ている。さらに，従来型の低電圧プロセッサを
強化し，省電力型のプラットフォームを組み合
わせる CULV（Consumer Ultra Low Voltage）
ノート製品層にも力を入れ始めた。これにより，
CULV製品は DELL ADAMO XPSや ACER 
Aspire Timelineシリーズのような超薄形の
「Ultra Slimノート」へと進展していった。
　このような超薄形のノート PCの製品開発は，
半導体製造事業者から供給されるハードウェア
プラットフォームと深く係っており，このプ
ラットフォームに関する技術的な制約が製品化
への制約にもなっている。何故なら，この製品
層の製品設計においては，半導体製造事業者か
らのハードウェアプラットフォームの供給価格
もさることながら，主要構成部品のサイズと部
品点数，消費電力，発熱量などが内部構造設計
における重要な鍵を握る２２）。仮に，革新的な特
殊構造設計に成功し，薄形化，軽量化，発熱対
策などについて飛躍的に前進を果たすことがで
きたとしても，これらによる相応のコスト上昇
が重くのしかかることになる。また，プラット
フォームの消費電力量が同一であれば，基板部
や製品構造にいかに工夫を凝らそうと，バッテ
リーに係る課題は解決されないままで残される。
結局，半導体製造事業者から供給されるハード
ウェアプラットフォームの部品構成とこれら各
部品の仕様が抜本的に見直されない限り，Ultra 
Slimノート PC製品に対して半導体製造技術の
進展速度以上に急速な前進を求めることはでき
ない。
　上述の点も含め，Intelと AMDの供給する
ノート PC向けのハードウェアプラットフォー
ムだけでは，Ultra Slimノート層の急速な市場
拡大には限界が生じてくる。この下位層には
Netbookが位置しており，価格帯と省電力性で
は明らかに Netbookが勝る。また，Intelは，
Netbook向けの ATOMプラットフォームの総
合性能に対して意図的にブレーキをかけること
によって，CULVノート PCや Ultra Slimノー
ト PCとの差別化を図っているが，この目的だ
けのために，今後も継続的に ATOMプラット
フォームに対して犠牲を強いることはできない。
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図１ Intelのウルトラモバイル製品の分類と変遷の予想
今後，ATOMプラットフォームのライバルとし
て台頭してくる高性能 ARM系プラットフォー
ムの著しい総合性能向上に合わせて，ATOMプ
ラットフォーム全体の相対的な性能向上が求め
られることになる。
　従来のノート PCプラットフォームの発展型
となるのは，CULVノート，あるいはUltra Slim
ノート層（または，高性能スレート端末）まで
が限界になる。図１の「Thin Tablet」（Slate 
PC）に向けては，ATOMプラットフォームの
適応性の方が遥かに高い。特に，図中の「x８６ 
MID（II）」に該当する ATOM Z６ プラット
フォーム（Moorestown）は，必然的に「Thin 
Tablet」の製品層へも供給されるはずである。
　図１中の「Thin Tablet」は超薄型のタブレッ
ト端末やスレート端末を総称的に指している。
これらは，従来のタブレット端末よりもさらに
薄形化と軽量化を求められる。ARM系プラット
フォームでは既に製品化が進んでおり，Amazon
のKindleやASUSのDR-９００ などはこの代表例
であるが，２０１０年４月から Appleも iPadの販
売を開始した。現状の Intelプラットフォーム
では，Pine Trailや Pine Trail-M のプラット
フォームを採用しているが，ARM プラット
フォームのスレート製品と競うためには，この
製品層にも Oak Trail（ATOM Z６ プラット
フォーム）を投入することになる。ただし，こ
れは図１中の「Thin Tablet」に限らず，「Net-
book」の製品層も同様である。ARM系プラッ
トフォ－ムのウルトラスリム端末（PCに相当）
の今後の進展状況によっては，いずれのマー
ケットに対してもATOM Z６ やSoCのプラット
フォームを投入することは避けられなくなる。
３. ARM系プラットフォーム製品の今後
の展開
　PDAには ARM 系のハードウェアプラット
フォームがこれまで採用されてきた。Intel x８６
ハードウェアプラットフォームは PCやエン
タープライズ向けとして扱われ，その消費電力
やプラットフォームサイズなどの制約から，「モ
バイル PC」であっても，実際にはノマディッ
ク２３）の範疇を超えることはなかった。つまり，
事実上，これまでのモバイル製品プラット
フォームは RISC系（特に ARM系）の技術が
独占してきた。
　ところが，Intelの ATOMプロセッサの発表
以降から，PC向けのプラットフォームと ARM
系プラットフォームの間に存在していたはずの
暗黙の境界線は急速に曖昧になり始めた。Intel
の動きに対して，ARM派陣営は先行策を採り，
次世代スマートフォン向けのハードウェアプ
ラットフォームを先行的に発表し，Intelの
ATOM Z６ プラットフォームを搭載するMID製
品の登場への牽制を強めた。
　IEEE ８０２.１６の策定作業部会において Intelと
対立した Qualcommは，Snapdragonの製品化
を早々に終え，１ GHzのクロックスピードの
CPUと ６００ MHzの DSPを統合した QSD８２５０
の出荷を開始した。さらに，２０１０年中には ４５ 
nmの製造プロセスを導入したQSD８６５０Aやデュ
アルコアの QSD８６７２２４）へと進み，１.３ GHz以
上のクロックスピードへと性能を向上させ，Intel
のATOM Z６ の出荷へ対抗する２５）。この他にも，
Appleの A４，nVidiaの Tegraと Tegra ２２６），TI
の OMAP２７），Marvelの Armada２８）など，多数
の ARM系ハードウェアプラットフォームがモ
バイル製品向けのプラットフォーム市場にひし
めき合う状況になっている。
　Appleの iPhone ４，Googleの Nexus One，
HTCの HD２，Desire，EVO ４G，さらに SONY 
Ericssonの XPERIA X１０ などの新世代スマート
フォンはいずれも上述の高性能プラットフォー
ムを採用しており，GHz級のプロセッサの上で
動作している。これら新世代スマートフォンの
製品仕様が示すように，アプリケーションサイ
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ズと表示解像度に制約はあるものの，実用上に
おいて十分な高速応答性を備える。一方におい
て，これらの高性能プラットフォーム全体の消
費電力は，動作クロック周波数上昇分に相応し
て上昇しており，バッテリーのサイズと容量が
外形サイズの小型化の制約にもなり始めてい
る２９）。ただし，これらはあくまで新世代スマー
トフォンの製品化に係る問題であり，外形がこ
れよりも大型化する別の製品層においては，十
分なバッテリー収容スペースを確保できるた
め，特に問題にはならない。
　図２は ARM系プラットフォームの製品層に
ついて，今後の進展を予想したものである。こ
の図中の「Slate」と「Smartbook」が PC市場
との重複を視野に入れる新たな製品層になる。
Qualcommや nVidiaなどからの高性能 ARM系
プラットフォームの供給を受けて，OS環境の
整備が進むと，現状のウルトラスリムノートPC
では対抗不可能なほどに薄形化されたスレート
端末を製品化できるようになる。Intelプラット
フォームのスレート製品も販売されるが，発熱
量とバッテリー容量の制約から，厚さと総重量
の点に関して ARM系プラットフォームが絶対
的に優位なポジションにある。現実に，Apple，
MSI，DELL，Archos，Compalなどの企業が既
に量産体制整備を進めており，この中でも
Appleは４月３日から iPadの販売を既に行って
いる３０）。AppleはiPhoneのプラットフォームを
スレート端末へ転用することにより，最短開発
期間で iPadを世に送り出した。Apple以外の勢
力は，ハードウェアプラットフォームに Snap-
dragonやTegraなどを採用し，ソフトウェアプ
ラットフォームに Androidを採択するケースが
主流になっている。
　ARM系プラットフォームに関して注目され
る点は，図２中の「Smartbook」に示される，
Netbook相当のインターネット端末がどの規模
の市場を形成できるかにある。この準ノートPC
相当の製品層が一定水準以上の市場形成に成功
できれば，同じく ARM系プラットフォームの
Smartop（Netop相当）にも同様の機会が生じ
てくる。つまり，Intelと AMDが独占している
PC市場の一角へ攻め入ることが可能になる。た
だし，これはあくまで ARM系プラットフォー
ムのスレート端末やSmartbookが各々の市場形
成に先ず成功した場合に限られる３１）。
　上段の論点は，ARM系勢力の狙う「逆転の
構図」を示唆するが，山本（２００９b，pp. ８２–８９）
が指摘するように，これは容易に成しえられる
ものではない。ARM系勢力のソフトウェアプ
ラットフォームの大多数が Linux系，またはそ
の他の UNIX系の OSに依存しており，このプ
ラットフォームの一般 PCユーザ層への訴求力
については不確定要素があまりにも多過ぎる。
特に，山本（２００９c，pp. ５１–５３）が指摘するよ
うに，鍵となるユーザインターフェイスについ
て，MicrosoftやAppleと比較して，Linuxベー
スのソフトウェアプラットフォームは大きく遅
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図２ ARM系プラットフォーム製品の分類と変移の予想
れてしまっている。新たなユーザインターフェ
イスや GUI（Graphic User Interface）に関する
商業的な開発母体を特に有していない Linux系
のプラットフォームは，Microsoftや Appleのよ
うに，PC向けのユーザインターフェイスに実
績と経験を有する企業と競えるだけの基盤をま
だ有していない。現実に，Androidはまだ旧世代
の ALTOベースの GUIから抜け出せていな
い３２）。
　Microsoftや Appleが新世代のユーザイン
ターフェイスの構築を進める中において，
Ubuntuや Androidのように，GUI表層部の改
良をもっての対抗策だけでは，市場からの支持
を早晩に得られなくなる。なぜなら，ALTO
ベースのユーザインターフェイスにおける市場
競争については勝敗が既に決している。しかも，
スレート端末までの競争に限定すると，Micro-
softと Appleの，両社ともに ARM系プラット
フォームを支持しているが，Smartbook以上の
上位層のマーケットでは，反対に，ARM系プ
ラットフォームと敵対する位置関係にあること
を忘れてはならない。現状の「Smartbook」と
「Smartop」は，Netbook/Netopの対抗製品と
して，ソフトウェアプラットフォームの側面に
おいて明らかに総合力に不足している。結果的
に，Netbookや Netopと競合しない，より安
価な価格帯の市場開拓に注力しなければならな
い状況に置かれている。現状では，クラウド
マーケットのコンシューマプラットフォームに
関するシェアの獲得に先ず成功し，その影響力
の下にこの端末市場への足がかりを築く戦略を
採る以外に，有効な選択肢は残されていない３３）。
４.　狙われる巨大マーケット
　２１世紀に至る以前，コンピュータ製品と家電
製品の間には境界線が存在していた。それまで
の両者の基礎技術には，「デジタル」と「アナロ
グ」，あるいは「フルデジタル」と「組み込み
（デジタル制御）」という違いがあった。ところ
が，半導体設計技術と製造技術の進展に伴い，
デジタル家電製品とデジタル制御家電製品の比
率が急速に高まり，その境界線は次第に薄まり
始めた。オーディオビジュアル製品（以降，
「AV製品」）のように，基盤技術そのものがデジ
タル方式に完全に移行した例もある。２１世紀に
入り，デジタル技術の家電製品への応用範囲は
より一層拡大し，デジタル技術主導の上に，デ
ジタルとアナログの二つの技術の融合が急速に
進められている。
　デジタル技術の家電製品への応用は，各製品
単独の制御レベルを高める，「質の向上」だけに
留まらない。アナログ技術ベースの仕組みにお
いても，機能別かつ厳密に規定されたインター
フェイスの上に，異種の製品群を接続し，疑似
的に連動させることはできる（例えば，S端子
ケーブルによる接続）。しかし，ネットワーク
上の双方向通信を活かして，製品同士の密な結
合，あるいは完全な連携動作を図るなどいった
複雑な構成をアナログ技術に求めることはでき
ない。これとは逆に，デジタル技術の強みは，
ネットワーク上に複数の個（製品）を集合させ
ることにより，結合された巨大な個を新たに創
り出すことができる点にある。
　デジタル技術の家電領域への今後の応用は，
大別して二つの方向への発展が想定される。一
つ目は，上述したように，無線と有線の通信技
術の上に，接続された家電製品群が一つの統合
体として機能するという発展の方向である。こ
の方向性の上では，例えば，これまでのように，
テレビはあくまでテレビでありながらも，ネッ
トワーク上の他の接続製品の機能をシームレス
に活用できる。テレビであれば，テレビから冷
蔵庫やエアコンを操作したり，他の AV機器や
電話機などの機能を間接的に操作，または連動
できるようになる。言わば，これは典型的な
ネットワーク家電であり，「デジタル家電」の発
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展形である。しかし，視点を変えると，この方
向性は分散協調型であり，この発展形態であれ
ば，従来の家電製品市場や産業構造そのものに
大きな変化をもたらすことはない。
　これに対して相反的な指向を示すのが機能集
約型である。高次化するプロセッサ処理能力と
デジタル制御技術を最大限に活用し，従来の家
電製品分類の枠組みを無視して，可能な限り類
似の機能を集中的に統合しながら，一方におい
て，他の中核デジタル機器とも協調的に動作す
る。極論的な視点からは，これを分散集中型と
捉えることもできる。家庭内にはいくつかの非
常に多機能化された中核デジタル機器が存在し，
機能面において従来型の多くの家電製品はこれ
らの機器に吸収されるか，あるいはその管理下
に置かれる。この端的な例もやはりテレビであ
る。将来的には，音響機器，卓上電話，モニ
ター，インターホンなどの多数の家電製品の機
能を吸収しながら，従来のテレビの製品像とは
異なる，新たな姿へと変貌を遂げていく。東芝
の液晶テレビ「CELL REGZA」のように，７個
のSPEを持つ ３ GHz級のCPUを搭載するよう
な新世代テレビも登場しており，単なるテレビ
の枠組みを超え，PCレベルの処理能力を有する
製品も現れている。この例のように，高性能プ
ロセッサ制御下に従来のテレビ機能を垂直統合
していくアプローチは既に始まっており，通信
ネットワークとの融合を積極的に図れば，極め
て近い将来において，PC相当の機能がテレビへ
加えられいくことになろうし，従来のデジタル
家電製品が担ってきた多数の機能をこの制御下
に統合できるようになる。
　上述したような変化は極めて自然的，かつ必
然的な流れの上に生じるものであり，このよう
な変化そのものは論点の対象とはならない。焦
点となるのは，高性能デジタルプラットフォー
ムと家電の融合の主導権をどちらの業界が握る
のか，この一点に尽きる。IT産業界の中でも，
半導体製造事業者，制御・管理ソフトウェア開
発事業者，クラウドコンピューティング事業者，
デジタルメディア・コンテンツプロバイダーな
どにとって，家電市場は潜在的な超巨大マー
ケットであり，インターネット家電の今後の動
向によっては，このマーケットからの莫大な需
要を見込める。IT産業界は，このマーケットに
対する戦略的なアプローチをこれまでも模索し
てきたが，IT産業界主導のデジタル家電製品層
（デジタル AV機器など）の拡大を図る以外に方
策はなく，決め手になるような決定的な突破口
を見つけられずにいた。
　IT産業界と家電産業界の家電製品市場におけ
る隔たりのイメージを図３として示す。家電製
品向けに開発されたデバイスや部品の中でも，
PCからの需要や適応性の特に高いものについて
は，PC向けにも部品供給は行われてきた。一方
において，家電製品への PC関連技術の応用に
ついては非常に消極的な取り組みしか行われて
こなかった３４）。家電産業側の視点からは，家電
製品と PCの融合は，あくまで通信ネットワー
ク上におけるデバイスや機能の整合的な結合に
とどまり，垂直統制的な分散集中型には至らな
い。換言すると，家電産業界側は家電製品とPC
の融合に関する明確なスタンダードを求めてお
らず，これまでと同様に，各企業が独自のアプ
ローチの上に製品化に取り組める環境を優先し
てきた。
　ところが，IT産業界に突如として「ウルトラ
モバイル」の時代が訪れ，掌サイズのインター
ネット端末が現れた。しかも，このインター
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図３　家電製品と PCの融合　
　　　（家電産業界からの視点）
ネット端末は超小型であるだけでなく，PC級の
処理性能を有し，RTOSを動作させることも可
能である。これらの最先端のインターネット端
末のサイズと重量であれば，より広範な家電製
品層へその技術を移植できる。先述した大型液
晶テレビを例にすると，Intelの ATOM Z６ のレ
ベルのハードウェアプラットフォームであれ
ば，容易にテレビ本体内へ収容できる３５）。つま
り，現状でも大型のテレビ PCの製品化は可能
であるし，それほど困難な製品開発作業ではな
い。ただし，これはあくまで PCを液晶テレビ
に併載するだけの次元である。これを一歩進め
て，この PCプラットフォームを積極的に活用
し，RTOSから大型液晶テレビを制御・管理さ
せるアプローチも採れるが，国内の家電産業界
はこの方向性の製品開発に対して積極的な姿勢
を示してこなかった。
５.　「標準化」の攻防
　PCは，外観部を除き，内部構造，構成部品，
OS，アプリケーションなどの主要構成要素がコ
ンソーシアム標準やデファクトスタンダードで
あることを求められる。IT産業では，厳しい競
争から勝ち残ったほんの一握りの部品や規格だ
けがこのスタンダードの地位を得る。IT産業界
にあっても，ITUや IEEEのような規格標準化
の仕様策定を司る機関は存在するが，これらの
役割は「統制管理」ではなく，むしろ無用な規
格の乱立を抑制し，基盤技術の健全な競争を促
進するために働いている３６）。デジュリスタン
ダードが競争領域と重複し，競争を阻害するよ
うなことは原則的にあってはならない。コン
ソーシアム標準であっても，結果的に，多数の
中から勝ち残った少数だけがスタンダードの地
位を獲得し，ネットワーク外部性の上に発展を
遂げることができる。
　これに対して，国内の家電産業界は基礎技術，
基本技術，物理インターフェイスなどの標準化
を最優先にして，この主導権を奪い合うケース
が大多数を占める３７）。つまり，現場における製
品化の競争に至る以前に，机上の競争の段階で
調整を図ることにより，基礎技術や基本技術に
関する市場での衝突を回避してきた。時として，
この机上の調整が不調に終わり，実際に市場で
デファクトスタンダードを争うこともあるが，
それでも，米国のIT産業界のように，複数のコ
ンソーシアムがプラットフォームレベルのスタ
ンダードに関して対立し，多数がこの争奪戦を
長期に亘り繰り広げるような事態に至ることは
稀である３８）。
　このように，欧米のIT産業と国内の家電産業
は，事業戦略の根底において本質的に異なる文
化を抱える。図３もこの両者の本質的な違いを
間接的に示している。これまでは，家電産業界
が家電市場における技術的な主導権と決定権を
掌握し，とりわけ PC産業とは意図的に一定の
距離を保ってきた。先述したテレビの例であれ
ば，「テレビ PC（テレビ機能対応 PC）」と称し
た PCを販売できたとしても，家電産業が「PC
テレビ（PC-OS制御型テレビ）」を販売するこ
とはなかった。それだけに，この二つの産業界
が自然的に，あるいは必然性の上に結びつき，
両者の融合が促進されるとは想定し難い。
　２０１０年５月，Google，Intel，SONYの三社は
「Google TV」の共同開発を公表３９）したが，こ
の開発の中においても，SONYが中心的に担え
るのはテレビ部分の製品化の技術にすぎない４０）。
ソフトウェアとコンテンツのプラットフォーム
は Googleが主導権を握り，プロセッサプラッ
トフォームを Intelが担うとなれば，実質的に
SONYが担えるのは商品化のステージと製品生
産に限られてしまう。これでは，SONYは将来
的にロックインドライバーとして作用可能なプ
ラットフォーム技術とは係わりを持てないこと
になる。
　ここにおいて，デファクトスタンダード，デ
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ジュリスタンダード，コンソーシアム標準など
のいずれがより強者となるのかについて論じる
価値はない。なぜなら，IT製品領域と家電製品
領域の共有部が拡大し続ければ，デファクトス
タンダード競争に長ける側が強者となるのは明
らかなためである。同様に，ITマーケットにお
ける実際の勝者は強力なロックインドライバー
を既に有している。これを盾にして競争相手の
領域内に攻め入れば，相手側を一方的な防戦の
状況へと追い込むこともできる。音楽ビジネス
に関わる知財を全く有していなかった当時の
Appleに，音楽配信ビジネスへの参入を易々と
許してしまったのはこの典型例である。その後，
Appleはこれらの参入マーケットの技術と支持
を盾にして，今度は携帯電話機ビジネスへの進
出も果たした。さらに，AppleはiPadとiPhone
を盾にして，新たに出版，メディア（テレビを
含む），ゲームなどのマーケットへの参入を企
てている。
　Appleは IT業界内でも数少ないソフトウェア
プラットフォームに関するデファクトスタン
ダードの地位を得た企業の一つである４１）。勿論，
この最高位にいるのは Microsoftであるが，
Microsoftはシステムロックイン戦略による勝者
であり，Appleは個別ブランドの勝者である４２）。
両社はそれぞれ本質的に異なるマーケットの勝
者であり，これらの企業の有するロックインド
ライバーは異なる市場への参入を図る際にも強
力に作用する。
　家電製品であっても，高性能化と高機能化が
進む潮流の中では，ユーザインターフェイスが
極めて重要になる４３）。この点に関して，IT業界
内にはGUIに関してデファクトスタンダードの
地位にある企業が少なからず存在する。これら
の企業がその GUIを盾にして家電産業へ参入を
図れば，この対抗技術を蓄積してこなかった家
電産業は同次元の対抗策を明示できない。家電
市場では，平均化された製品プラットフォーム
の上で，デザイン，付加機能性，価格，外部接
続性，シリーズロックインなどの点に関して各
社が他社製品との差別化に努めるものの，本質
的には「同質の競争」でしかない。残念ながら，
家電産業界において，ユーザインターフェイス
技術を含め，ソフトウェアプラットフォーム技
術開発はこの市場競争における要点として認識
されてこなかった。
　TRON研究者の一部は，ITRONの GUI開発
の遅れ４４）を嘆くが，現実には，TRONベース
の技術だけをもって Appleや Microsoftのユー
ザインターフェイス技術（GUIを含む）に対抗
できるわけではない。上述したように，デファ
クトスタンダードは製品購入者からの意識的な
支持の上に成り立つものである。仮に購入した
家電製品中の組込み用 OSが TRONベースで
あったとしても，購入者がその組込み用 OSの
名称と他との違いを明確に認識した上で選択し，
さらにその利用上の学習を経た上で，TRON技
術そのものを支持しない限りは同様の条件を満
たせない。つまり，TRONベースの技術の優劣
が問われているのではなく，世界市場において
いかに多数のユーザからの直接的な支持を得ら
れるか，この戦略を問われているのである。世
界規模のスタンダード争奪競争の中では，
TRONは既に選択肢の一つにさえもなりえない。
　本稿中の１でも述べたように，Intelは家電製
品市場や組込み市場への進出の意思を公に認め
ている。ハイエンド PC市場の成長に関して顕
著な鈍化傾向が表れ始めており，これまでのよ
うな高性能化と高機能化を最優先にした技術開
発のアプローチだけでは，事業戦略上に致命的
な脆弱性を抱えることにもなりかねない。Intel
ほどの巨大な半導体製造事業者ともなると，継
続的な成長も見据えて，その規模に相応しい生
産施設を維持しなくてはならない４５）。このため，
Intelは減産することなく，常に市場を開拓し続
けなければならない４６）。Intelのローエンド向け
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プラットフォームと組込み向けプラットフォー
ムは，どちらも巨大な潜在市場である家電市場
をターゲットの一つに定めている４７）。同様に，
ハイエンドの ARM系プラットフォームはロー
エンド PC市場の隙間をターゲットにしながら，
同時に，Intelの家電製品市場への進出にも対応
しなければならない。つまり，「ローエンド」と
「ハイエンド」の違いを除けば，この両陣営とも
にほぼ同一のルートから家電製品市場への本格
参入を図ることになる。そして，この中核技術
を担うのは，モバイル端末向けに開発された
ハードウェアとソフトウェアのプラットフォー
ムである。
６.　結びにかえて
　IT産業界は「ウルトラモバイル」と「無線ブ
ロードバンド」の二語から始まる大変革への準
備を急ピッチに整えている。そして，この二語
による変革を陰から支える原動力が「クラウド
コンピューティング」である。このクラウドコ
ンピューティングは，インターネットを含む通
信ネットワークの世界を再編し，その全体を
「クラウド」に置き換えようとする大胆な試みで
ある。インターネットがこれまで抱えてきた負
の要素を，このクラウドが緩衝材としての役割
を果たし，より広範なネットワークサービスを
安全かつ安価に提供可能にする。そして，この
クラウド化の巨大なうねりは，IT産業界の枠を
超えて，多方面への拡がりの兆候を示し始めて
おり，「Web」や「メディア」などの関連分野
と産業界はその全体が吸収されてしまいかねな
い状況へと進展しつつある。
　「クラウド」の世界は，残念ながら，多数のク
ラウドベンダーやクラウドプロバイダーを必要
としない。このため，IT産業界では，各々の企
業がその存続と将来を賭け，クラウドマーケッ
トへのポジション取りに注力している。そして，
本稿の焦点の一つであるデジタル家電製品の
マーケットもこのクラウドネットワークの一部
へと吸収されようとしている。現在起こってい
る変化は，それほどに巨大な変革への序章なの
である。ウルトラモバイル向けのプラットフォー
ム技術の競争は，今後の時間経過の中で，次世
代のコンシューマエレクトロニクス市場の主導
権を巡る戦いへと変貌していくことになる。
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１７） 山本（２００９b，pp. ８３–８５）
１８） ATOM プロセッサは，Zシリーズ，Nシリー
ズ，ネットトップ向け（330，230など）の三種類
に分かれているが，これらは基本的に同一のプロ
セッサである（Z６シリーズを除く）。Intelでは複
数のプラットフォームを供給することにより，製
品層ごとに異なる消費電力量への要求に応えよう
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と試みたが，CPU ＋２チップの構成では，CPU以
外の省電力性に課題を残した。結果，この世代の
ATOM プロセッサ搭載の MID製品は，バッテ
リー容量とその重量によって，当初の予定ほどは
小型化・軽量化を果たせなかった。このため，
Intelは早期に Moorestown（ATOM Z６）の開発に
着手し，図中の「x８６ MID（II）」への移行を急い
でいる。
１９） http://www.intel.co.jp/jp/intel/pr/press２００９/ 
０９０１１６a.htm
２０） ただし，これはカニバライゼーションから生じ
た影響ではなく，経済危機の影響から，従来の PC
市場の縮小が引き起こされたためである。この縮
小分を Netbookが補填する結果となった。
２１） 山本（２００８，p. ８１）において，初期の ATOM
プラットフォームにおけるこの環境的制約につい
て指摘したが，これは最新の ATOM プラット
フォームにおいても同様であり，CULVノート向
けのプラットフォームとの差別化のために，プロ
セッサ部以外に対して性能的な制約を講じている。
２２） 山本（２００８，pp. ７３–７４）
２３） 通信技術用語で「端末は持ち歩けるが，使用時
は静止している」を意味する。
２４） この詳細については Qualcommのプレスリリー
スを参照していただきたい。
 URL: htp://www.qualcomm.com/news/releases/ 
２００９/０６/０１/qualcomm-expands-snapdragon-platform- 
４５nm-chipset-smarter-smartphones-and-s
２５） Qualcommはこの他に １.５ GHz駆動のマルチコ
アの「QSD８６７２」の出荷も視野に入れている。初
期の ATOM Z６ は最高 １.５ GHzで動作する。
２６） この詳細は nVidiaの公表資料を参照していただ
きたい。
 URL: http://www.nvidia.co.jp/object/tegra_２５０_ 
jp.html
２７） この詳細は TIの公表資料を参照していただきた
い。
 URL: http://focus.ti.com/paramsearch/docs/ 
parametricsearch.tsp?family=dsp&sectionId=２
&tabId=２２１８&familyId=１５２５&paramCriteria=no
２８） この詳細は Marvelの公表資料を参照していた
だきたい。
 URL: htp://www.marvel.com/products/processors/ 
armada/armada_６００/armada６１８_pb.pdf
２９） Qualcommの Snapdragonの消費電力は約 ５００ 
mWであるが，携帯電話の消費電力量の目安は概
ね ３００ mW未満である。これは ARMの示す消費
電力水準でもあるが，携帯電話よりも外形サイズ
に若干の余裕を持っている新世代スマートフォン
やMIDであれば，５００ mW以上の消費電力であっ
ても，バッテリーサイズと技術により，これを許
容できれば問題はないものと想定している。なお，
ARMの示す消費電力水準の詳細については，下記
URLの資料を参照いただきたい。
 URL: htp://www.jp.arm.com/pressroom/０５/０５１０ 
０５_３.html
３０） この詳細は Appleのプレスリリースを参照して
いただきたい。
 URL: htp://www.apple.com/jp/news/２０１０/mar/ 
０５ipad.html
３１） ただし，このためには Smartbookのソフトウェ
ア環境にも PC相当のアプリケーション群が必要
になる。Linux系の OS環境下で動作するアプリ
ケーションを移植するだけでは不十分であり，
Windows向けの主力ビジネスアプリケーションを
移行させるための対策を講じることも不可欠にな
ろう。
３２） ユーザインターフェイスの議論の詳細について
は，参考文献中の山本（２０１０）を参照いただきた
い。
３３） 現実に，Googleはコンシューマー向けの初期の
クラウドマーケットに強い影響力を持っているこ
とから，この端末市場に自らも積極的に係り，
ARM 系プラットフォームへのバックアップを
行っている。
３４） AV機器を例にすると，この点を理解し易くな
る。PC向けに多種多様な拡張デバイスと周辺機器
が存在し，それらの大多数は家電製品からも標準
インターフェイス（Wi-Fi，USB，eSATAなど）
を介して利用可能である。しかし，東芝製品の一
部（REGZAや VARDIAなど）のような例外を除
けば，家電製品の大多数がこれらを積極的に活用
することはないし，むしろこの接続に制限を講じ
ている。
３５） 勿論，ARM系プラットフォームを大型液晶テレ
ビに組み込むことも容易いが，１０８０pの表示解像
度への総合的な処理性能を求められる場合には，
さらなる性能の向上が必要となる。
３６） 山田英夫（２００８，p. １５）
３７） 結果的に，科学技術の側面での優位性に勝りな
がら，市場シェアに劣るという悪循環に陥ってし
まっている（山田　肇，２００７，p. ２１１）。
３８） 米国内では規格標準化を推進するコンソーシア
ムやフォーラムなどが利害関係を巡り，激しく衝
突することも珍しくない。IEEEの規格標準化作業
においてさえも，過去に激しい対立が起こったこ
とがある。Intelを中核にしたWiMAX Forumの推
進した IEEE ８０２.１６と，Qualcommを中心に擁立
されたIEEE ８０２.２０が激しく対立したこともあった
（山本，２００９a，p. ８３）。
３９） htp://www.google.com/intl/en/press/pressrel/ 
２０１００５２０_googletv.html
４０） Appleは Intelプラットフォームをベースに
「Apple TV」を先に製品化しているが，現行製品で
は PCを専用製品化した次元にすぎず，家電相当
の製品には至っていない。ただし，次期 Apple TV
の販売についてもEngadetが噂として報じており，
iPhoneをベースに開発が進んでいるとしている。
 URL: htp://www.engadget.com/２０１０/０５/２８/the-
next-apple-tv-revealed-cloud-storage-and-iphone-os-
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４１） ただし，厳密には，Appleはユーザインター
フェイスに係る技術についての勝者であって，OS
やアプリケーションのマーケットにおける勝者では
ない。過去に，Appleは独自の OS開発（Copland
など）に失敗し，結局，MacOSはUNIXベースの
上でその開発を行った。
４２） この詳細については参考文献中の山本（２００６）
を参照していただきたい。
４３） ユーザインターフェイスの重要性については，
参考文献中の山本（２０１０）を参照していただきた
い。
４４） NET’sレポート，「GUIを含む ITRONを標準化
する方向に」，Nikkei Electronics，No. ７４３，１９９９，
pp. １４２–１４３.
４５） 最先端の半導体製造工場は高度にクリーンルー
ム化された複合的かつ非常に複雑な施設である。
しかも，最先端製造プロセスの工場の立ち上げは，
歩留率を向上させるための製造プロセスのチュー
ニングにかなり時間を必要とする。このため，一
般的な工場の生産ラインのように簡単に「減産」
と「増産」を調整できない。
４６） 前文の注釈においても解説したように，半導体
製造工場は最大生産量に最適化されており，生産
量の調整が難しい。この上に，製造コストの削減
のために，工場は一定周期毎に最先端の製造プロ
セス設備への改修を受ける。そして，これはイ
コール「増産」を意味する。つまり，半導体製品
の製造コストの競争力を維持するためには，常に
増産が前提となる。
４７） Intel Investor Meeting ２０１０においても，Intelは
自動車や家電市場への参入を視野に入れて，積極
的な活動を展開することを明言している。
 URL: http://www.intc.com/releasedetail.cfm? 
ReleaseID=４５８５１８&ReleasesType=Technology 
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